
　　　　　　　主　　　文
一　被告が原告に対して平成八年七月二四日付けでした原告の馬主登録を拒否する
旨の処分を取り消す。
二　訴訟費用は被告の負担とする。
　　　　　　　事実及び理由
第一　請求
　主文と同旨。
第二　事案の概要
　本件は、法人税法違反被告事件において執行猶予付有罪の確定判決を受けた後、
自ら馬主登録の抹消手続をした原告が、右執行猶予期間経過後に、平成八年四月一
二日受付で、被告に対して改めて馬主登録の申請をした（以下「本件登録申請」と
いう。）のに対し、被告が、平成八年七月二四日付けで、原告の馬主登録を拒否す
る旨の処分（以下「本件拒否処分」という。）をしたため、原告が、本件拒否処分
の取消しを求めた事案である。
一　関係法令等の定め
１　競馬法（以下「法」という。）は、農林水産省令の定めるところにより、被告
が行う馬主登録を受けた者でなければ、中央競馬の競走に馬を出走させることはで
きず、被告は、競馬の公正な実施を確保するため必要があると認めるときは、農林
水産省令で定めるところにより、馬主登録を抹消することができるとし（法一三条
一項、二項）、右農林水産省令である競馬法施行規則（以下「規則」という。）
は、馬主登録の申請の方式（規則一条の七）、馬主登録の実施方法（規則一条の
八）、馬主登録の拒否事由（規則一条の九）、馬主登録簿の記載事項の変更手続
（規則一条の一〇）、馬主登録の必要的取消事由（規則一条の一一）、馬主登録の
裁量的取消事由（規則一条の一二）及び馬主登録の抹消（規則一条の一三）につい
て規定を設けているが、馬主登録の必要的取消事由中には、馬主登録を受けている
者が、登録の抹消を申請したとき（規則一条の一一第二号）、禁錮以上の刑に処せ
られた者に該当したとき（規則一条の一一第三号、一条の九第二号）が含まれてお
り、馬主登録の拒否事由中には、馬主登録の申請者が、禁錮以上の刑に処せられた
者（規則一条の九第二号）、禁錮以上の刑に処せられた者に該当することとなった
ために規則一条の一一第三号の規定により馬主登録を取り消され、その取消しの日
から五年を経過しない者（規則一条の九第九号）、規則一条の九第一号ないし第九
号に定めるもののほか、競馬の公正を害するおそれがあると認めるに足りる相当な
理由がある者（規則一条の九第一〇号）に該当するときが含まれている。
２　日本中央競馬会法は、被告は馬主の登録に関する規定について規約で定めなけ
ればならないと規定している（同法八条一項二号）。右規約である日本中央競馬会
競馬施行規程（昭和二九年規約第一号。以下「規程」という。）が定める馬主登録
の必要的取消事由中には、馬主登録を受けている者が、登録の抹消を申請したとき
（規程一〇条二号）、禁錮以上の刑に処せられた者に該当したとき（規程一〇条三
号、八条二号）が含まれており、馬主登録の拒否事由中には、馬主登録の申請者
が、禁錮以上の刑に処せられた者（規程八条二号）、禁錮以上の刑に処せられた者
に該当することとなったために規程一〇条三号の規定により馬主登録を取り消さ
れ、その取消しの日から五年を経過しない者（規程八条九号。以下「五年条項」と
いい、五年条項適用の前提となる規程一〇条三号の規定による馬主登録の取消しを
「職権取消し」という。）、規程八条一号ないし一一号に定めるもののほか、競馬
の公正を害するおそれがあると認めるに足りる相当な理由がある者（規程八条一二
号。以下「公正条項」という。）に該当するときが含まれている。
二　争いのない事実等
１　当事者（甲第二号証、乙第三号証の二、三、同号証の七の一、二、同号証の
八）
　原告は、昭和四二年一二月六日、被告の馬主登録（馬主登録番号・個人Ｎｏ．三
三七六）を受け、平成七年一〇月二日付けの馬主登録抹消申請書を被告に提出し
（同月四日受理）、同月五日付けで、馬主登録の抹消を受けている（以下「本件自
己抹消」という。）が、昭和五六年一二月一日、宮崎地方裁判所において、法人税
法違反により懲役一〇月、執行猶予一年の有罪判決を受け、控訴審である福岡高等
裁判所宮崎支部において、平成三年七月一八日、原判決破棄、懲役六月、執行猶予
一年の有罪判決を受けて上告したものの、平成七年四月四日、最高裁判所第一小法
廷による上告棄却の決定を受け、同月一一日、福岡高等裁判所宮崎支部の有罪判決
が確定している（以下「本件有罪判決」という。）ものである。



２　本件登録申請に至る経緯（甲第三号証、乙第二号証の一ないし三、第三号証の
一ないし五、同号証の六、七の各一、二、同号証の八、九、第四号証）
（一）　原告は、本件登録申請に先立ち、農林水産省畜産局競馬監監督課作成の別
紙（一）の文書（甲第三号証）を入手した上で、被告に対し馬主登録申請を行いた
い旨電話で伝え、平成八年四月初めころ、刑法二七条の条文と注釈書の該当箇所の
コピー（乙第二号証の一ないし三）を送付した（ただし、原告と被告側担当者との
間の電話でのやり取りの具体的内容については争いがある。）。
（二）　また、原告の知人であるＡ、Ｂは、平成八年四月一〇日ころ、被告を訪ね
て、原告の馬主登録の可否についての打診を行った。
（三）　平成八年四月一二日、原告、原告が経営する岩切商事株式会社の専務取締
役であるＣ、Ａ、Ｄ及び弁護士塚田善治の五名が被告を訪ね、馬主登録申請書及び
上申書（乙第三号証の一ないし五、同号証の六、七の各一、二、同号証の八、九）
を提出し、所定の手続を行って本件登録申請を行った（ただし、その際の原告ら五
名と被告側担当者との間のやり取りの具体的内容については争いがある。）。
３　本件拒否処分及びその後の経緯（甲第一、第二号証）
（一）　被告理事長は、平成八年七月二三日、規程八条の二第二項に基づき、馬主
登録審査委員会に本件登録申請の適否について諮問したところ、登録を拒否すべき
との意見が得られたので、翌二四日、規程一五九条一号に基づき、審査会に対し、
馬主登録審査委員会の意見を添えて本件登録申請の適否について諮問した結果、馬
主登録審査委員会の結論どおり登録を拒否することに異議がないとの意見が得られ
たため、被告は、本件登録申請については馬主登録を拒否する旨決定し、同日付け
で、別紙（二）の通知書（甲第一号証。以下「本件通知書」という。）をもって、
その旨原告に通知した（本件拒否処分）。
（二）　原告は、平成八年八月二三日付けで、被告理事長に対し、本件拒否処分に
対する異議申立てをし、被告理事長は、同年一〇月二二日付けで、原告の異議申立
てを棄却する旨の決定をしたため、同年一二月一〇日、本件訴えを提起した。
三　争点
１　本件拒否処分が理由の提示を欠く違法なものであるか否か。
（原告）
　行政庁に課せられた理由提示義務（行政手続法八条）は、行政運営の公正、透明
を確保することを目的とするものであって（同法一条）、単に処分の相手方に対し
不服申立ての便宜を与えることのみを目的としているものではないから、当該処分
の相手方が処分理由を知っているか、又は知り得る状態にあったからといって、行
政庁の理由提示義務が免責されるものではない。そして、提示すべき理由の程度
は、処分の性質と当該法令の趣旨、目的に照らしてこれを決定すべきであるが、理
由提示を義務付けた行政手続法の趣旨からみて、抽象的、一般的なものでは足り
ず、申請者がいかなる事実関係に基づき、いかなる法規を適用して当該処分がなさ
れたかをその記載自体から了知し得るものでなければならないところ、本件拒否処
分には、単に規程八条九号（五年条項）及び一二号（公正条項）に該当する旨が示
されているのみで、いかなる事実が右各号に該当するのか具体的に明らかでないの
で、本件拒否処分には提示理由不備の違法がある。
（被告）
　行政手続法八条が、許認可等を拒否する処分をする場合に、申請者に対して理由
を示さなければならないとしている趣旨は、それにより行政庁の判断の慎重、合理
性を担保して、恣意性を抑制するとともに、申請者の不服申立て又は訴えの提起の
便宜を図るという点にあり、このような趣旨からすれば、何が拒否処分の理由であ
るかが知り得る程度に理由を示せば足りるものと解される。
　被告が、本件拒否処分をした理由は、原告が法人税法違反により懲役六月、執行
猶予一年の有罪判決を受け、これが確定しており、その結果、原告の馬主登録は取
り消され、その後五年間の馬主登録は不可能となるべきところ、これを潜脱するた
め本件自己抹消をしたことが公正条項に該当するということにある。そして、被告
は、原告あるいは原告の関係者らに対し、本件拒否処分前から再三にわたり、原告
の馬主登録の可否については、執行猶予期間の経過後であっても、規程八条九号
（五年条項）に実質的に該当し、仮に形式的には規程八条九号（五年条項）に該当
しないとしても、五年条項の趣旨は、馬主が禁錮以上の刑に処せられた場合には、
執行猶予期間が満了しても、取消しの日から五年間は馬主登録は認めないというも
のであるから、その実質を考えると規程八条一二号（公正条項）により登録は受け
られない旨を説明しており、原告は、本件通知書に記載された規程の該当条文（五



年条項及び公正条項）により、本件拒否処分の理由が何であるかを十分認識できた
ものというべきである。
２　原告に馬主登録拒否事由が存するか否か。
（被告）
（一）　原告は、本件有罪判決を受けながら、それを秘し、本件自己抹消をしてお
り、本件自己抹消は、本件有罪判決により、被告により職権取消し及び抹消を受け
るおそれがあることを認識した上、その場合に適用される五年条項の適用を免れる
目的でなされたものというべきところ、そのような目的でなされた本件自己抹消は
脱法行為であって、本件自己抹消がなされていたとしても、実質的にみて、規程八
条九号（五年条項）が適用されるべきものである。
（二）　また、仮に、本件自己抹消により五年条項の適用を免れ得るものとする
と、禁錮以上の刑の有罪判決の確定により馬主登録が職権取消しされた者との間に
理由のない差異を生ずることになるばかりでなく、そのような脱法行為は、競馬の
施行に当たっての規律を乱すものであり、規程八条一二号（公正条項）が規定する
「競馬の公正を害するおそれがあると認めるに足りる相当な理由がある者」に該当
することは明らかである。
（三）　なお、「競馬の公正を害するおそれがあると認めるに足りる相当な理由が
ある者」とは、「競走の公正を害するおそれがあると認めるに足りる相当な理由が
ある者」と狭く解すべきではなく、競馬の重要な構成者である馬主については、公
正であることが競馬制度のために不可欠である以上、秩序や規律を遵守しないと疑
われるような事由のある者については、「競馬の公正を害するおそれがあると認め
るに足りる相当な理由がある者」に該当すると解すべきである。
（原告）
（一）　規程上、職権取消しを受ける前に馬主登録の自己抹消の申請をすること
は、その動機が五年条項の適用を免れることにあると否とを問わず、禁止されてい
ないところ、原告は、本件自己抹消により馬主登録の抹消を受けたのであって、五
年条項適用の前提たる職権取消しをされた者には該当せず、規程八条九号（五年条
項）に該当することを理由とする本件拒否処分は違法である。また、被告において
は、有罪判決が確定した者に対しては、職権取消しを差し控え、馬主登録の自己抹
消申請をしょうようとしているのであるから、本件自己抹消に限り脱法行為である
として、五年条項を適用することは、信頼の原則に反する。
　なお、被告は、原告が本件有罪判決を受けながら、その事実を被告に告げること
なく本件自己抹消を受けたことが脱法行為に該当すると主張するが、規程上、馬主
に対し、被告への申告義務が課せられているのは、規程九条所定の事項のみであっ
て、本件有罪判決の事実については、原告は被告に対する申告義務を負っておら
ず、また、被告としても、原告に係る刑事裁判が長期にわたり係属していることを
承知していたのであるから、右刑事事件に係る判決が確定したか否かは、検察庁に
照会すれば直ちに判明したにもかかわらず、自らなすべき調査を怠っておきなが
ら、本件自己抹消が脱法行為だとするのは筋違いである。
（二）　公正条項に規定する「競馬の公正」とは、法二四条、競馬法施行令一四条
の各規定に照らせば、規程一二〇条各号に規定するような「競走の公正」を意味す
るものであることは明らかであり、仮に、本件自己抹消が五年条項を免れるために
なされたとしても、本件自己抹消は、「競馬の公正」を害するおそれがあると認め
るに足りる相当な理由がある場合に該当するものではない。したがって、規程八条
一二号（公正条項）に該当することを理由とする本件拒否処分は違法である。
四　証拠
　証拠関係は、本件記録中の書証目録及び証人等目録記載のとおりであるから、こ
れを引用する。
第三　争点に対する判断
一　本件拒否処分が理由の提示を欠く違法なものであるか否か（争点１）について
１　前記のとおり、被告は、法及び規則により、中央競馬の競走に馬を出走させる
ことができる馬主の登録に係る処分権限を付与されており、馬主登録に関し、行政
手続法八条一項本文に規定する行政庁の立場に立つものということができ、被告に
よる馬主登録の拒否は、同項本文に規定する「申請により求められた許認可等を拒
否する処分」に該当するのであるから、被告は、馬主登録申請に対し、これを拒否
する処分をする場合には、同項ただし書の場合に該当しない限り、申請者に対し、
同時に、当該処分の理由を示さなければならず（同項本文）、当該処分が書面でな
されるときは、右理由を書面により示さなければならない（同条二項）。ところ



で、本件登録申請は同条一項ただし書の場合に該当しないことは明らかであり、原
告の本件登録申請を拒否する本件拒否処分は、本件通知書をもってなされているの
であるから、原告に対し、本件拒否処分の理由を書面により示さなければならない
ものというべきである。
２　行政手続法は、行政運営における公正の確保と透明性（行政上の意思決定につ
いて、その内容及び過程が国民にとって明らかであることをいう。）の向上を図
り、もって国民の権利利益の保護に資することを目的とする（同法一条一項）とこ
ろ、このような同法の目的に照らせば、同法八条一項本文、二項が行政庁に対して
課している理由提示義務は、拒否事由の有無の判断についての行政庁の判断の慎重
と公正妥当を担保してその恣意を抑制するとともに、拒否の理由を申請者に明らか
にすることによって、透明性の向上を図り、併せてその不服申立てに便宜を与える
趣旨に出たものというべきである。右のような理由提示義務の趣旨に鑑みれば、当
該拒否処分が書面によりなされる場合に、当該書面により示さなければならない理
由としては、いかなる根拠に基づきいかなる法規を適用して当該申請が拒否された
のかということを、申請者においてその記載自体から了知し得るものでなければな
らず、単に、当該拒否処分の根拠規定を示すだけでは、それによって当該規定の適
用の基礎となった根拠をも当然知り得るような場合は格別、同条一項本文の理由提
示として、不十分というべきである。そして、同項本文の規定する理由提示義務
が、行政庁の拒否事由の有無の判断についての判断の慎重と公正妥当を担保してそ
の恣意を抑制する趣旨を含むことに照らせば、申請者が当該拒否処分理由を推知で
きると否とにかかわらず、当該拒否処分がなされた時点において、右に述べた程度
の理由が示されていなければ、理由提示義務違反として、当該拒否処分は違法なも
のとして、取消しを免れないものというべきである。
３　これを本件についてみるに、本件拒否処分に当たって、被告が、申請者である
原告に対して、本件通知書において示した処分理由は、別紙（二）記載のとおり、
本件拒否処分の根拠とされた規程の条文（規程八条九号及び一二号）とその条文の
文言のみであり、被告が主張する本件拒否処分の理由は、実質的に五年条項（規程
八条九号）に該当し、あるいは公正条項（規程八条一二号）に該当するというもの
であるところ、本件登録申請時において原告は五年条項（規程八条九号）に形式上
該当せず、公正条項（規程八条一二号）については、その要件自体が抽象的であ
り、具体的事実のうち、いかなる点が競馬の公正を害するかは、規程の条文の文言
のみでは判明しないのであって、結局、右各規程の条文をもって、これらが適用さ
れる基礎となった根拠、事実関係を当然知り得るような場合には該当しないことは
明らかというべきであり、本件拒否処分は、理由の提示を欠くものとして、違法で
あるというべきである。
４　この点につき、被告は、本件拒否処分前の原告との折衝の過程における被告側
の説明等により、原告は、本件拒否処分がいかなる理由によりなされたかというこ
とを、本件通知書に記載された各規程の条文を見ただけで十分知り得る状態にあっ
たと主張するが、申請者が当該拒否処分理由を推知できると否とにかかわらず、当
該拒否処分がなされた時点において、いかなる根拠に基づきいかなる法規を適用し
て当該申請が拒否されたのかということを、申請者においてその記載自体から了知
し得るものでなければならないことは、前に判示したとおりである。
二　以上によれば、その余の点につき判断するまでもなく、本件拒否処分は、行政
手続法八条一項本文、二項の規定する理由の提示を欠く違法な処分として、取消し
を免れないものというべきである。
第四　結論
　以上の次第で、原告の本訴請求は理由があるから認容することとし、訴訟費用の
負担につき、行政事件訴訟法七条、民事訴訟法六一条を適用して、主文のとおり判
決する。
　東京地方裁判所民事第二部
裁判長裁判官　富越和厚
裁判官　團藤丈士
裁判官　水谷里枝子
別紙（一）
平成８年３月
蓄産局競馬監督課
馬主登録の取扱いについて
１　競馬法施行規則においては、馬主登録を受けている者が禁錮以上の刑に処せら



れた場合は、競馬会は当該登録を取り消さなければならず（第１条の１１第３
号）、その取消し日から５年を経過しなければ、再登録を拒否しなければならない
旨規定している（第１条の９第９号）。
２　禁錮以上の刑に処せられたにもかかわらず、（その事実を伏せたまま）自己申
請によって登録が取り消された馬主に係る再登録申請については、第１条の９第９
号は適用を受けず申請そのものは拒否されないが、脱法行為を防止する観点から、
取消し日から５年を経過していない場合は従来から認めていない。
（注）第１条の１１第３号により登録を取り消された者については、刑の執行猶予
の言渡しを取り消されることなく猶予期間を経過しとことにより刑の言渡しの効力
が失われたとしても、当該取消要件が変わるわけではないので、第１条の９第９号
の適用を受けるものである。
別紙（二）
平成８年７月２４日
Ｅ殿
日本中央競馬会　理事長　Ｆ
　貴殿より申請のありました馬主登録について、所要の審査が終了し、下記の理由
により、拒否となりましたのでお知らせいたします。
記
理由
　日本中央競馬会競馬施行規程　第８条　第９号
「第１０条第３号（第２号又は第３号に係る部分に限る。）又は第１１条第２号か
ら第４号までの規定のいずれかに該当することにより、第１０条又は第１１条の規
定により登録を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者」
　日本中央競馬会競馬施行規程　第８条　第１２号
「前各号に定めるもののほか、競馬の公正を害するおそれがあると認めるに足りる
相当な理由のある者」
に該当。
　（なお、この処分について不服のある場合には、この処分があったことを知った
日の翌日から起算して６０日以内に、行政不服審査法の規定により、日本中央競馬
会理事長に対して異議の申立てをすることができます。）


